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令和元年7月26日
需要担当：市町村課  楠本・松永
（内）2134（直）095-895-2134
収入担当：税務課  大串・中井
（内）2214（直）095-895-2214  

令和元年度 普通交付税決定額について（市町分） 
 

１．算定結果の概要（本県市町分）  
 

（単位；千円、％）

令和元年度 平成３０年度 増　減　額 増減率

交付決定額
（当初算定）

交付決定額
（当初算定）

Ａ－Ｂ Ｃ／Ｂ

Ａ Ｂ Ｃ

(193,123,328) (198,490,158) (△5,366,830) (△2.7)

176,358,180 177,456,070 △ 1,097,890 △ 0.6

(172,500,143) (177,605,522) (△5,105,379) (△2.9)

157,385,581 158,601,667 △ 1,216,086 △ 0.8

(20,623,185) (20,884,636) (△261,451) (△1.3)

18,972,599 18,854,403 118,196 0.6

(8兆5,020億円) (8兆7,057億円) (△2,037億円) （△2.3）

7兆304億円 6兆9,045億円 1,259億円 +1.8

(18兆4,668億円) (19兆345億円) (△5,677億円) （△3.0）

15兆2,100億円 15兆480億円 1,620億円 +1.1

区　分

長崎県市町分

全国総額

市　計

町　計

全国市町村計

 

 

 

◆普通交付税決定額は、１，７６３億５８百万円で前年度比０．６％の減        

（△１０億９８百万円）となった。 

臨時財政対策債
※
を含めた実質的な普通交付税は１，９３１億２３百万円で 

前年度比２．７％の減（△５３億６７百万円）となった。 

  

◆令和元年度の基準財政需要額、基準財政収入額、普通交付税額 

区    分  額(百万円）
対前年度比

（％）
[ 参考 ] 対前年度比（％）

（全国市町村分）

基準財政需要額（A） 320,387 +0.1 +1.5

基準財政収入額（B） 143,746 +1.1 +1.1

調整額（C） 282 △9.0 △8.1

普通交付税額(A)-(B)-(C) 176,358 △0.6 +1.8
 

   （※表示単位未満を四捨五入しているため、一致しない箇所がある。） 
 
※ 臨時財政対策債：地方一般財源の不足に対処するために、交付税の振替財源として発行される 

地方債（実質的な交付税）である。 

注：（ ）書きは、普通交付税交付決定額に臨時財政対策債※発行可能額を加算した額 
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（参考）本県市町村分の交付額の推移

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1
(2,357) (2,321) (2,299) (2,305) (2,280) (2,217) (2,116) (2,054) (1,985) (1,931)
2,012 2,053 2,034 2,026 2,008 1,964 1,909 1,840 1,775 1,764

(10.3) （△1.5） （△1.0） (0.3) （△1.1） （△2.8） （△4.5） （△2.9） （△3.4） （△2.7）
5.8 2.0 △1.0 △0.4 △0.9 △2.2 △2.8 △3.6 △3.5 △0.6

（注）（　　）は、臨時財政対策債発行可能額加算後。

対前年度伸率
（％）

区分
交付額

（億円）

 
 

 

２．本県市町における普通交付税算定の主な増減要因 

  

○基準財政需要額 ３，２０３億８７百万円（県計対前年度比 ０．１％の増） 
    

（１） 費目別の主な増要因 
 
① 社会福祉費 

【対前年度比 ６．１％増 （＋２２億９８百万円）】 

（理由）単位費用の増による増 
 

② 臨時財政対策債償還費 

【対前年度比 ２．５％増 （＋５億２５百万円）】 

（理由）平成２７年度発行債の元金償還開始による増 
 
③ その他の教育費（人口） 

【対前年度比 ４．４％増 （＋４億４３百万円）】 

（理由）単位費用の増による増    

  

 

（２）費目別の主な減要因  
 
① 財源対策債償還費 

【対前年度比   １５．２％減 （△７億３６百万円）】 

（理由）平成１０年度発行債償還終了による減 
 

② 包括算定経費（人口） 

【対前年度比   ２．２％減 （△７億２１百万円）】 

   （理由）単位費用の減 
 
③ 道路橋りょう費（延長） 

【対前年度比  １０．２％減 （△６億２２百万円）】 

   （理由）平成１０年度発行債償還終了および単位費用の減による減 
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（３）合併算定替の段階的縮減による減  

    【対前年度比 △３１億１７百万円】 

（理由）合併算定替の段階的縮減が進んだことによる減 

 

※ただし、平成の大合併を踏まえ、「市町村の姿の変化に対応した交付税算定
（新たな財政支援措置）」として、平成２６年度から交付税の算定方法の見直し
が行われている。 

見直しの結果、従来の合併算定替に基づく縮減では、６８億円減少するとこ
ろであったが、新たな財政支援措置により縮減額が大幅に緩和され、３１億円の
減少でとどまっており、＋３７億円の効果が生じている。 

（単位：百万円）

新たな財政支援措置
に基づく段階的縮減
額の対前年度増減額

従来の合併算定替に
基づく段階的縮減額
の対前年度増減額
（試算値）

新たな財政支援措置
による効果額

（Ａ） （Ｂ） （Ａ）－（Ｂ）

長崎市 0.1 △ 211 △ 785 574

佐世保市 0.1 △ 355 △ 772 417

島原市 0.3 △ 65 △ 138 73

諫早市 0.1 △ 357 △ 716 359

平戸市 0.3 △ 153 △ 334 181

松浦市 0.3 △ 33 △ 203 170

対馬市 - △ 236 △ 412 176

壱岐市 - △ 158 △ 227 69

五島市 0.1 △ 325 △ 622 297

西海市 0.3 △ 174 △ 479 305

雲仙市 0.3 △ 334 △ 779 445

南島原市 0.3 △ 389 △ 906 517

新上五島町 0.1 △ 327 △ 502 175

合計 - △ 3,117 △ 6,875 3,758

(注）１．合併算定替の段階的縮減の率

　　　　１年目＝０．９、２年目＝０．７、３年目＝０．５、４年目＝０．３、５年目＝０．１

市町名
段階的
縮減率

(注）２．長崎市、佐世保市については、複数回の市町村合併が行われているため、H３０年度
の縮減率は、一部の構成区域に係る縮減率となっている。  
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○基準財政収入額 １,４３７億４６百万円（県計対前年度比 １．１％の増）  

 

 （１）主な増要因 
     

① 固定資産税（償却） 

【対前年度比 ７.７％増（＋ ７億４４百万円）】 

   （理由）大臣配分や 410 条分の資産の増、諫早市の前年度錯誤分による増 

     

② 固定資産税（家屋） 

【対前年度比  ２．４％増（＋ ５億９２百万円）】 

   （理由）新増築家屋の増 

 

③ 市町村民税（所得割） 

【対前年度比  ０．７％増（＋  ３億２２百万円）】 

（理由）一般所得分の積算単価増によるもの(129,000 円→141,300 円)及び 

土地や上場株式の売買による分離譲渡所得の増によるもの 

 

（２） 主な減要因  
 

① 市町村民税（法人税割） 

【対前年度比 １４．３％減（△ ８億６９百万円）】 

（理由）乗率の変更減(1.13→1.02)による 

 

② 自動車取得税交付金 

【対前年度比 ４４．８％減（△ ２億６９百万円）】 

（理由）制度改正に伴う減 

 

③ 地方消費税交付金 

【対前年度比  １．１％減（△ ２億４１百万円）】 

（理由）地方消費税本体の減少に伴う交付金の減 
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